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 近年，気候変動における海洋の役割の重要性が認識

されるにつれて海洋大循環の研究が活発に行われるよ

うになってきた．その海洋大循環：は大まかに表層風成

循環，中層循環，深層熱塩循環の3つに分けられるが，

中層循環の理解が最も遅れている．本論文では，高

温・高塩分という特異な信号を持つ地中海流出水に焦

点を当て中層の力学を考察する．

 地中海流出水は北大西洋中層に広がる印象的な高塩

分舌を形成している．塩分舌は一部が欧州沿いに北東

に延びるが，主に南西方向に張り出すことが古くから

知られていた．また最近の観測によりMeddyと呼ば

れる奇妙な渦が地中海流出水中に頻繁に発生している

ことが明らかになってきた．この渦は高気圧性で中層

に地中海流出水起源の高温高塩分水を核としてもつ．

とくに不思議なことは殆ど南向きに1．3cms－1という

異常に大きな平均速度で移動していくことである．定

常流動としての塩分舌と非定常流動としてのMeddy

は，いずれも，その担う塩分・熱輸送を通じて大西洋

のみならず世界中の海に影響を与えていると考えられ

る．しかしながら，Meddyの南進機i構i，地中海流出

水塩分過形成維持機構のいずれにも諸説が提案されて

きたが納得のいく説明はなく力学的な理解は殆ど進ん

でいない．

 本論文ではこの地中海流出水の定常・非定常挙動に

大きな影響を与えると考えられる機構を新たに提案す

る．これが（海流起源）擬地形性ベータ効果である．

地中海流出水やMeddyの存在する東部北大西洋は亜

熱帯循環の東部海域に当たり表層に南下する平均流を

持つ．表層流に伴う東西圧力傾度を深層で打ち消す形

で，中層は西側で薄く東側で厚くなっている．層厚の

この東西変化が中層の渦位の分布に大きく影響する．

流れが弱い場合には惑星ベータ効果のために背景渦位

の等値線は東西に沿う．しかし，地中海流出水の存在

する海域では，上に述べた中層厚みの変化により，中

層の背景渦位の等値線が南西向きとなる．そのため，

地中海流出水が南西へ張り出すし，Meddyはより南

向きに移動すると期待されるのである．この海流起源

擬地形性ベータ効果が地中海流出水の定常・非定常流

動に及ぼす影響を詳しく調べるために，擬地形性ベー

タ効果がある場合とない場合について数値実験を行い

両者を比較した．その結果，Meddyの南進を擬i地形

性ベータ効果が加速することが分かった．また地中海

流出水塩分舌の特徴的な分布，とくに南西方向への張

り出しは，擬地形性ベータ効果によって説明できるこ

とが示された．

 本論文はこれらの成果をまとめたものであり4章で

構成される．

 最初の第1章では研究の背景と目的を述べ論文の構

成を概観する．

 第2章は非定常流動としてMeddyを取り上げる．

先ず弱い渦の移動速度を調べた．線形解析を行うと，

中層のみの微小渦運動という極く単純な場合でも擬地

形性ベータ効果だけで表層平均流の1／4（観測値の

1／5）程度の南下速度を生み出すことが示される．ま

た，数値実験で得られた渦の移動速度は，線形分散関

係式を用いた解析に基づく移動速度とほぼ一致した．

すなわち，線形論によれば擬i地形性ベータ効果だけで，

観測されるMeddyの南方移動速度の1／4または1／5

程度を説明し得る．

 次に三層準地衡数値模型を用いて非線形度および渦

鉛直構造に対する感度を擬i地形性β効果の有無に加え

て調べた．実験によれば主渦が生み出す二次渦の非線

形効果によって主渦の南進が生じる．これにより観測

される南向き移動速度がある程度説明される．この場

合，渦の鉛直分布の影響が大きく，一般に順圧度が高

いほど南進速度が大きくなる．逆に中層にのみ渦流が

あり傾圧性が強い場合には南進速度が小さい．また，

非線形効果がある場合でも，擬地形性ベータ効果が，

観測される南向き移動速度のユ／4程度を生み出すこと

が示された．すなわち，順圧性の高い渦に働く二次渦

の非線形効果による南進を擬地形性ベータ効果が加速

すると考えればMeddyの急速な南進を説明すること

ができる．

 また擬i地形性β効果の観点から従来の概念模型を

吟味すると，その殆どが現実のMeddyとの対応が付

けにくいか力学的一貫性を欠くという難点があること

が明らかになった．従ってここで検討した中では，二

次渦非線形効果と海流起源擬地形性ベータ効果を組み

合わせたものがMeddyの急速な南進を説明する機構i

として最も尤もらしいと結論される．

 第3章では，定常流動として地中海流出水塩分舌を
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取り上げ，その形成機構を数値実験により調べた．前

半では，擬地形性ベータ効果を吟味するための最も単

純化した模型として，拡散型換算重力模型（diffusive

raduced－gravity model）を用いた．ここでは，海流起

源の擬地形性ベータ効果を中層に生み出す平均流が表

層にあることを除き，中層のみが運動すると仮定して

いる．最初に，表層の海流がなく模型海洋中層の層厚

の変化が無い場合，すなわち擬地形性ベータ効果が組

み込まれていない場合の実験を行った．海洋の東岸の

中央部から流入してきた中層の水は，惑星ベータ効果

により西進する．西進しながら少しつつ反転して北上

し，やがて上下層へと抜けていく．また，海洋の東岸

から流入させたトレーサーを高塩分水に想定し，その

密度分布を見ると，一部東岸沿いに北向きに広がるが，

殆どは真西に広がることが分かる．一方，表層に亜熱

帯の風成循環がある場合には，擬i地形性ベータ効果が

生じる．東岸から流入した中層水は西でなくやや南西

向きに流れる．またトレーサーの分布は，実際の地中

海流出水塩分舌分布に近い結果が得られた．すなわち，

塩分舌自体も南西へ張り出し，しかも西岸に近づくに

従って西向きに変化する結果となった．

 後半では，確認のため海洋大循環模型を用いた数値

実験を行った．拡散型換算重力模型では，鉛直構1造を

単純化し過ぎる嫌いがあるので，三次元場を大循環模

型で見るためである．大西洋の表層循環が無い場合，

地中海から大西洋中層に流れ出した水は殆ど真西に流

れその後少しつつ反転して北上する．一方，亜熱帯風

成循環が表層に存在する場合，地中海流出水は中層を

真西でなく南西方向へ流れ出す．すなわち，擬地形性

ベータ効果の有無による地中海流出水塩分舌の張り出

し方向の違いを良く再現するものとなった．

 以上のように拡散型換算重力模型および大循環模型

を用いた数値実験の結果はいずれもほぼ同様であった．

これらは，地中海流出水塩分舌の形成に擬地形性ベー

タ効果が大きな影響を与えていることを強く示唆する

ものである．

 最後に第4章で結果を要約し全体を総括した。

論文調査の要旨

 気侯の変動や地球環境の維持に果たす海洋の役割の

大きさが認識されるにつれて海洋大循環の研究が活発

に行われるようになってきた．海洋大循環は大まかに

表層風成循環，中層循環，深層熱塩循環の三つに分け

られるが，中層循環の理解が最も遅れている．他方，

地球温暖化と関わりの深い海中二酸化炭素の数十年規

模の挙動を支配するのは中層循環と考えられている．

このため中層循環の解明が極めて重要な課題となって

いる．

 本論文では，高温・高塩分という中層としては特異

な海水特性を持ち，また観測例の多い地中海流出水に

焦点を当て，中層の力学を考察している．地中海流出

水は北大西洋中層に広がる顕著な高塩分舌を形成し，

その一部が欧州沿いに北東に延び大部分は南西方向に

張り出すことが古くから知られていた．また最近の観

測によりMeddyと呼ばれる奇妙な渦が地中海流出水

中に頻繁に発生していることが明らかになってきた．

これは時計回りの渦で中層に地中海流出水起源の高温

高塩分水を核としてもつ．とくに不思議なことは殆ど

南向きに1．3cm／sという中層の渦としては大きな平

均速度で移動していくことである。

 定常流動としての塩分舌と非定常流動としての

Meddyは，それらが担う塩分・熱輸送を通じて大西

洋のみならず世界中の海に影響を与えていると考えら

れる．このMeddyの南進機構，地中海流出水塩分舌

の形成維持機構のいずれに対しても諸々の説が提出さ

れてきたけれども納得のいく説明はなく力学的な理解

は殆ど進んでいない．

 そこで本論文は，中層海流の挙動に大きな影響を与

えると考えられる（海流起源の）擬i地形性ベータ効果

という概念を提出し，更にその効果を，Meddyの南

進ならびに高塩分舌の形成という，地中海流出水で最

もよく知られた二つの現象を対象にして調べたもので

あり，以下の成果を得ている．

 （1） 地中海流出水やMeddyの存在する東部北大

西洋は亜熱帯循環の東部海域に当たり表層に南下する

平均流を持つ．この表層流に伴う東西圧力傾度を打ち

消す形で，中層が西側で薄く東側で厚くなっている．

このため中層背景中位の等値線が西向きでなく，南西

向きとなる．これが中層の流れに対する擬地形性ベー

タ効果の起源であることを明らかにし，中層を伝わる

惑星長波が南西向きに伝播することを示している．

 （2） 中層の渦としては大きなMeddy南進速度を

生み出す仕組みを三層準地衡数値模型を用いた数値実

験によって調べ，主渦が生み出す二次渦の非線形効果

によって主張の大きな南進が生じること，順圧度が高

いほど南進速度が大きくなること （逆に中層にのみ渦

流があり傾圧性が強い場合には南進速度が小さいこ

と），擬地形性ベータ効果が表層平均流の1／4（観測

値の1／5）程度の南進速度を生み出し，二次渦の非線

形効果による南進を擬地形性ベータ効果が加速してい

ることなどを解析的な議論を併用して示している．

 更に，これまでに提案されてきたいくつかのMed－

dyの南進機構を擬地形性ベータ効果の存在という観

点から再吟味し，その多くが，力学的一貫性を欠いた

り，あるいは現実のMeddyとの対応がつけにくいと

いう難点をもつことを明らかにしている．
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 （3＞ 拡散型換算重力模型と三次元海洋大循環模型

という二種類の数値実験：により，擬地形性ベータ効果

が塩分舌の形成に及ぼす影響を調べている．表層の海

流がなく擬地形性ベータ効果がない場合，海洋の東岸

の中央部から流入してきた中層の水は，惑星ベータ効

果により西進し少しつつ反転して北上しやがて上下層

へと抜けていく．また海洋の東岸から流入させたト

レーサーを高塩分水に想定し，その密度分布を見ると，

一部東岸沿いに北向きに広がるが殆どは真西に広がる．

一方，表層に亜熱帯の風成循環があり中層に擬地形性

ベータ効果が働く場合には，東岸から流入した中層水

は西でなくやや南西向きに流れる．また西岸に近づく

につれて向きを変えて西向きに張り出していくという

結果となった．すなわち，擬地形性効果を導入するこ

とにより，トレーサーの分布が，実際に観測される地

中海流出水塩分舌の分布に近いものになることを，擬

地形性ベータ効果の存在しない場合との対比によって

明瞭に示している．

 以上要するに，本論文は，理解の遅れている海洋中

層の力学を解明するために，海洋中層の流れを大きく

制御する機構として擬地形性ベータ効果という概念を

提出するとともに，その概念の有効性を，塩分舌の張

り出しおよびMeddyの南進という地中海流出水の定

常・非定常現象に対する数値実験によって明らかにし

たもので，海洋物理学に寄与するところが大’きい．

よって本論文は博士（理学）の学位論文に値するもの

と認める．

氏名（本籍）中島政吉（長崎県）
学位記番号 総理工博乙第292号
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 ディーゼル機関は，高効率に加えて低質で安価な燃

料が使えるという高い経済性，度重なる経験と改良に

より培われた高い信頼性により，重車両を始め船舶の

原動機を独占し，さらに自家発電プラントの原動機と

して我々の豊かな社会生活を支えている．

 この豊かな人類の生活も，CO2による温暖化などの

地球環境問題さらにエネルギー問題に直面している．

熱機関にとってCO2の削減はすなわち熱効率の改善

を必要とし，ディーゼル機関では，その特徴である液

体燃料の間欠非定常噴霧燃焼の制御によるサイクル効

率の改善が必要である．

 エネルギー問題に目を向けてみると，約40年後には

原油の枯渇や価格の高騰も考えられ，本来石油精製

の残り物とも言える重質油を利用していた中・大型

ディーゼル機関には，さらに重・低質な残渣成分しか

回って来なくなることも予想される，また将来的に石

油に代わる燃料として期待されるオリノコタールなど，

超重質な燃料の出現も予想されその利用にも対処せね

ばならない．

 本研究はこれらの状況を踏まえ，バンカー油あるい

はC重油と呼ばれる重質油を使用できる中・大型

ディーゼル機関に的を絞り，噴霧燃焼特性を解明すると

ともに燃焼制御技術を確立して，その高効率化，低公

害化の指針を求めたもので，以下の6章からなってい

る．

 第1章は序論であり，本研究の背景と特徴について

述べた．

 第2章では，従来の研究を概観して本研究の意義に

ついて述べた．

 第3章では，原油精製残渣を基油とする重質油噴霧

の燃焼制御技術を開発する基礎研究として，その噴霧

特性，着火・燃焼特性を軽質油と比較しながら明らか

にした．ここでは始めに，シリンダ径200mmの実機の

運転データから・バンカー油使用時の排気エミッション

上の問題点を解明した．それによると，バンカー油で

は軽油に比べて排気微粒子が激増する傾向にあり，そ

れは特にSOF（可溶有機成分）の排出の増加による．

 次に急速圧縮装置を使って単一噴霧の光学的観察を

行った結果，バンカー油噴霧中には非蒸発部の大きな

コアが存在し，ピストン上面への到達に要する時間と

着火遅れ時間との兼ね合いによっては，その非蒸発部

が馬弓のままピストンへ衝突することもあることが明

らかとなった．

 また燃焼室全体の可視化観察を行った結果，バン

カー油の燃焼上の問題点はその低い蒸発性に起因する

ものが多いこと，小魚口径と高噴射圧力を組み合わせ

ることは，バンカー油の燃焼改善の一案となることが

明らかとなった．

 さらに燃料噴霧の数値解析を行い，噴射された燃料

は，噴霧前面の空気の抗力と後続噴霧の運動量の作用

で，噴霧の中心部から先端部さらに周辺部へ拡散され

る1しかし終わりの方に噴射された燃料は後続の噴霧

がないためその効果を得られず，空気の少ない噴霧中

心部に停滞してしまうことを明らかにした．
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 第4章では，重質油の性状と噴霧燃焼特性との関係

に焦点を当てる研究を行った．特に付点分布が偏った

バンカー油について燃焼可視化研究を行った．これは

従来のものより重質な浅渣分を基油に使い，粘度調整

のため低沸点の留分を多く調合し，その結果それらの

中間である高温側の留分が少ない留点分布となった燃

料で，両端に偏った留点分布の形からダンベル燃料と

呼ばれている．結果として，高温留分はバンカー油の

着火性に大きく寄与しており，ダンベル燃料はこの高

温留分が少ないことで着火性が悪くなっていることが

明らかとなった．またダンベル燃料に高温留分を添加

することで，着火性のみならず火炎中のスートの生成

や後燃えなどの燃焼特性も改善されることも明らかに

した．

 第5章では，重質油のための燃焼制御システムの開

発について検討した．ここでは機関側の条件変化に応

じて最適な燃焼状態を実現する電子制御燃料噴射シス

テムの開発を行い，噴射圧力120MPaでほぼ矩形に

近い噴射モードを達成した．

 次にダンベル燃料のような燃焼制御のきわめて困難

な燃料にも対応するため，層状噴射システムと名付け

る重質油専用の新しい燃料噴射システムの開発と実験：

を行った．これは重質油の着火と後燃えの問題を解決

するため，時間的に重質油をはさんで噴射初期と終期

にMDO（A重油）のような軽質油を噴射するシステ

ムである．このシステムを使用しバンカー油噴射の前

後に10％だけMDOを噴射することで，全体の燃焼を

MDOなみにすることを可能とした．

 第6章は総括で，以上の研究成果を取りまとめたも

のである．

論文調査の要旨

 今日，世界の貨物輸送の大半は，中・大型ディーゼ

ル機関を原動機とする船舶によって行われており，ま

た中・大型ディーゼル機関による自家発電プラントも

増加の一途をたどっている．このように，中・大型

ディーゼル機関の社会への貢献度は大きなものがある

が，さらに，これらの機関は原油精製の残り物を処分

する役目も背負っている．即ちこれらの機関は，原油

精製後の残渣分を主成分とするバンカー油と呼ばれる

重質油を燃料としており，高い熱効率のみならず，安

価な燃料を使えるという二重の経済性を誇って来た．

 ところが近年，バンカー油はさらに重・低質化し，

さしもの中・大型ディーゼル機関も対応できなくなる

可能性が出てきた，これはそれら機関の数の多さから

考えて，世界的なエネルギー問題となり得る．本論文

は，この問題の正確な把握とその効果的な解決法を見

出すために一連の実験的研究を行い，その成果を取り

まとめたものである．

 著者はまず，バンカー油噴霧の蒸発特性，着火・燃

焼特性について，軽油などの軽質油と比較を行うとこ

ろがら研究を開始している．ここではシリンダ径

200mmのクラスの機関を対象とし，実機による運転実

験，急速圧縮装置による噴霧燃焼の高速度観察，可視

化実験機関による燃焼室内観察などを行って，多くの

データからバンカー油の燃焼上の問題点とその改善方

法を明らかにしている，それによると，バンカー油の

低い蒸発性と長い着火遅れは，特に低負荷で重大な燃

焼悪化を引き起こす可能性があること，小噴口径の噴

射ノズルと高噴射圧力の組み合わせが，バンカー油の

燃焼改善に効果的であることを明らかにしている．さ

らにここでは燃料噴霧挙動について数値計算を行い，

噴射期間の最後に噴射される燃料について，その空気

利用に困難があることを明確にしている．

 次に著者は，重点分布が偏って燃焼生きわめて問題

の多いバンカー油について詳細な研究を行っている．

実際に燃焼に起因する潤滑上の問題を起こした燃料を

入手し，実機による運転実験：，燃焼の可視化観察など

を行った結果，劣悪な着火性と燃料噴射終了後の燃焼

（後燃え）の延びという問題点があることを明確にし

ている．

 さらに著者は，実際にこういつたバンカー油の燃焼

上の問題点を解決し良好な燃焼制御を行うため，2種

類の燃料噴射システムを考案している．上述したよう

に，低負荷で高い噴射圧力を確保することがバンカー

油の燃焼改善に有効であることから，作動油を蓄圧管

制し油圧で燃料噴射ポンプを駆動するシステムを開発

している．これはエンジンの回転数，負荷に関係なく

高い噴射圧力が実現でき，作動油の管制を電子制御と

することで，各種条件に合わせた最適な燃焼制御が可

能となる．

 機関に燃焼上の問題を与えるような，燃焼制御がき

わめて困難なバンカー油に対しては，著者は層状噴射

系という画期的なシステムを考案している．つまり，

そのような燃料の燃焼上の問題点が，着火性と後燃え，

つまり噴射期間の最初と最後に噴射された燃料に起因

することから，時間的にバンカー油をはさんで前後に

軽質油を噴射するシステムを開発し，これによって，

わずか10％の軽質油でバンカー油の燃焼上の問題点を

ほとんど解決できることを確かめている．

 以上位するに，本論文は，重質油の燃焼制御につい

て，軽質油燃焼との比較による問題点の明確化に始ま

り，実際に問題を起こした燃料の燃焼特性を可視化研

究を採り入れて詳細に解明し，最後にその成果として，

バンカー油の重・低質化に対応できる新しい燃焼制御

システムの開発まで行ったもので，熱機関工学上寄与
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 単一波長，高エネルギー密度，高集光性などの特徴

を持つ気体レーザーを用いたプロセスは，近年各種産

業分野で求められているプロセスの微細化，高選択化，

柔軟性などに応えられる有力な技術であり，微細加］二，

光化学反応，表面改質などで利用され始めている．し

かし，現状では気体レーザーのランニングコストが高

い事が大きな障害となって適用範囲が限られており，

その改善に必要な気体レーザーの高効率化が急務と

なっている．そこで本研究では，気体レーザーのうち，

産業応用上適用範囲が広いため高効率化のインパクト

が大きい短波長または大出力の気体レーザーを対象と

し，その主な励起方法である電子衝突励起，化学励起，

光励起について，それぞれの励起方式で高効率化を支

配している重要な要素を抽出して高効率化のための指

針を示すことを目的として研究を行った．すなわち，

（1）電子衝突励起では電気エネルギーのレーザー媒

質への移乗高効率化のための解析コードの高度化と実

験による検証，（2）化学励起では化学反応エネル

ギーの気体への移乗高効率化および失活低減のための

励起分子発生器の開発，（3）光励起では光源の高度

化，高効率化を行った．本論文はこれらの研究成果を

まとめたものである．

 第1章では，産業用気体レーザーの現状について概

論し，本研究の目的と概要を述べた．

 第2章では，産業用気体レーザー高効率化の必要性

とその方法について論じた．

 第3章では，電子衝突励起を対象に，産業的にも広

く用いられて今後の発展の可能性の大きな放電励起エ

キシマレーザーを検討した．本励起法では，電気エネ

ルギーの放電を通じたレーザー媒質への移乗の適正化

が最も重要である．まず，大体積の放電による高効率

励起を検討するために，2次元解析コードを初めて開

発した．これにより，従来は入力として与えていた放

電幅が自動的に計算され，電子エネルギー分布関数，

電子・励起粒子密度などの分布からレーザー出力パ

ワー分布を計算できるようになった．また，予備電離

分布の主放電分布への影響，放電部構造の放電分布へ

の影響，プラズマ状態の変化にともなう電界分布の変

化，放電部に設置した絶縁物の電界分布への影響など

を明らかにした．

 一方，高効率化の指針を得るために開発されてきた

従来の解析コードの解析結果検証のために，エネル

ギー移乗過程で最も重要な役割を果たす電子の状態

（電子密度と電子温度，さらに電子エネルギー分布関

数）をトムソン散乱法を用いて実験的に初めて計測し

た（計測対象ガス組成：Kr／F2／Ne＝30Torr／1．5Torr／

3atm，’ jr／Ne＝30Torr／3atm， Kr／He＝30Torr／3atm）．

その結果，電子エネルギー分布関数が0－6eVの低電

子エネルギー範囲でマクスウェル分布に十分緩和して

おり，従来コードで予測されている非マクスウェル分

布とは異なることを見いだした．これに対し，従来

コードで無視されていた電子一電子衝突過程が影響し

ている可能性を指摘し，本過程を取入れたコードが実

験結果に近い計算結果を与えることを示し，本過程の

重要性を明らかにした．

 第4章では，化学励起を対象に，将来加工用などへ

の応用が期待されるヨウ素レーザーを検討した．この

種のレーザーの高効率化のためには，化学反応で生じ

た励起分子の失活を防ぎ，レーザー発振媒質へのエネ

ルギー移乗効率を向上させる工夫が必要である．本研

究では，化学反応エネルギーの気体への移乗を高効率

化し，移乗されたエネルギーの失活を防ぐ新型の励起

酸素発生器を提案し，大流量下（210mmole／min）で

高酸素発生効率（80％）が得られることを実験的に検

証した．

 第5章では，光励起を対象に，将来半導体リソグラ

フィーなどへの応用が期待される軟X線励起レーザー

の1つであるキセノンオージェレーザーを検討し，励

起・失活・発振過程高効率化のために最も重要なレー

ザー誘起プラズマ光源の高度化，高効率化を図った．

まず，長時間安定に，再現性良く，高効率で軟X線を

輻射することができるプラズマ光源として，高精度研

磨水銀ターゲットを初めて開発した．また，高効率プ

ラズや光源開発として，プリパルスを用いたプラズマ

光源を検討し，lps～300psのメインパルスにおける

光源の特性を初めて実験的に調べた．特に，光励起

レーザーを対象としたプリパルス効果の検討は従来

80ps以上しか行われていなかったが，本研究では
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1．4ps，32psでの効果を確認した．その結果，メイン

パルス幅32psにおいて，プリパルス（エネルギー：

全エネルギーの20％，パルス幅：300ps，メインパル

ス照射との時間差：1．3ns）の照射により，プリパル

ス無しに比べて約40倍のレーザー出力増大を得た．

1．4psにおいてはプリパルス無しでは得られなかった

レーザー発振がプリパルス有で得られるようになり，

レーザー発振閾値を少なくとも1／2以下にすることが

できた．従来の80ps以上のメインパルス幅範囲では，

プリパルス有の場合，メインパルス幅が短いほどレー

ザー特性が向上していたが，今回の1．4ps，32psの

範囲では，短メインパルスでレーザー特性が悪化した．

これは，低エネルギー軟X線による光電離や電子との

衝突による失活が影響していると考えられる．

 第6章では，本論文の総括を行い，本研究を通じて

得られた主要な成果をまとめるとともに，将来の展望

について述べた．

論文調査の要旨

 気体レーザーは，大型化が容易であるために大出力

を得やすいこと，媒質の密度が低いために回折限界に

近いガウシアンビームを得やすいこと，また強励起し

やすいために短波長発振に向いているなどの長所を

持っている．そこで，大出力や短波長が必要な応用，

すなわち光化学，微細加工，熱加工などの多くの産業

分野で気体レーザーが利用されている．このような特

長を持つ気体レーザーも，コスト面を考えた場合，初

期投資（設備費），ランニングコスト，メインテナン

ス費用などが同じ目的で用いられる従来法と較べて高

くなってしまうことが多いため，広い産業分野での適

用が大きくは進まない原因となっている．コストの中

でランニングコストの改善には，’運転条件の原理的な

適正化による発振高効率化が必要である．

 本研究は，気体レーザーのうち産業応用上インパク

トの大きい短波長または大出力の気体レーザーを対象

とし，気体レーザーの主な励起法である電子衝突励起，

化学励起，光励起の全てについて，それぞれ具体例に

おいて励起・失活過程に関する基礎的な研究を行い，

次のような高効率化のための指針を示す成果を得てい

る．

 （1） リソグラフィ用光源など，最近の応用の広が

りの大きな放電励起エキシマレーザーの主放電により

得られるプラズマについて，トムソン散乱法を用いて

の電子密度・電子エネルギー分布関数計測とその結果

の解析との比較を行い，以下の結果を得ている．①希

ガス（Kr／Ne， Kr／He）において高精度・高歯問分解

でのトムソン散乱データを取得するとともに，ハロゲ

ンを含む実ガス（Kr／F2／Ne）での計測にも初めて成

功している．②電子エネルギー分布関数は，計測した

0～6eVの範囲でマクスウェル分布であることを示し

ている．③従来の電子・電子衝突を考慮していない解

析では，非マクスウェルの電子エネルギー分布関数が

得られていた．これに対し，電子・電子衝突を考慮す

ることによって，計測結果と同様に0～6eVの範囲で

マクスウェル分布を得ている．このことから，電子・

電子衝突の考慮が必要であることを指摘している．④

電子・電子衝突を考慮した解析でも，10eV以上の電

子エネルギー範囲では非マクスウェル分布を得ている．

低エネルギー部分にある大部分の電子がマクスウェル

分布に緩和していても，この高エネルギー電子が放電

特性に大きな影響を与えている可能性があることを指

摘している．⑤電子温度および電子密度の時間変化も，

解析と計測で良い一致を得ている．⑥電気エネルギー

の効率的利用のために重要な放電体積適正化に用いる

2次元解析コードを開発し，従来入力として与えてい

た放電幅を電極形状を与えることで自動的に計算し，

高効率化のための電極形状を検討できるようにしてい

る．

 （2） 将来の加工用光源としての発展が期待される

ヨウ素レーザーについて，化学反応過程で生じた励起

分子の失活防止のために初めて衝突ノズル式霧化型励

起酸素発生器を提案し，それが実験的に次の特長を持

つことを示している．①励起酸素02（1』）発生効率

が80％と非常に高いこと，②大流量でも安定して酸素

が発生されること．これら成果は他グループの研究も

刺激し，その後の研究の活発化の礎となっている．

 （3）将来のリソグラフィ光源の可能性などが期待

されている短波長（109nm）キセノンオージェレー

ザーについて，超短パルスレーザーにより生ずるプラ

ズマから輻射される軟X線による光励起レーザーの高

効率化を目指して実験を行い，以下の結果を得ている．

①高効率新ターゲットとして，精密加工水銀ターゲッ

トを初めて開発している．このターゲットは長寿命で

あり，従来から使用されてきた金ターゲットと同等の

高発生効率でしかも均一で安定な軟X線発生が可能で

あることを示している．②メインパルスの前にプリパ

ルスを加える方法により特性改善を試み，特にメイン

パルス幅を1．4ps～300psの範囲で変化し，プリパル

スのレーザー出力への効果を初めて確認している．こ

れによりメインパルス幅32psにおいては，プリパル

スによって約40倍の出力増大を得ている．また1．4ps

においては，プリパルス無しでは得られなかった1／一

ザー発振がプリパルス有りで得られるようになり，

レーザー発振閾値を少なくとも1／2以下にすることに

成功している。

 以上要するに，本研究は放電励起，化学励起，光励
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起の気体レーザー発振の効率を制限している因子をそ

れぞれの励起，失活の基礎過程に基づいて明らかにし，

それを通じて発振の高効率化の指針を与えたものとし

て工学上価値ある業績であるので，博士（工学）に値

すると認められる．

氏 名（本籍）

学位記番号
学位授与の日附

学位論文題目

論文調査委員
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論文内容の要旨

河 合 良 信

伊 藤 智 之

村 岡 克 紀

 近年プラズマCVD（chemical vapor dePosition）や

プラズマエッチング技術は半導体の分野を中心に積極

的に開発・実用化されている、プロセスの高効率及び

高性能化を実現しデバイス素子の加工コストを低減す

るためにプロセス用プラズマ源として必要とされるの

は大口径，一様，高密度であるプラズマであり，また

これを制御性よく生成することが重要となる．これま

でプラズマ源はその装置の簡易さから平行平板型RF

プラズマ（周波数：13．56MHz）装置が主に使用され

ていたが，電子サイクロトロン共鳴（ECR）を用いる

と低ガス圧力下で高電子密度，高活性なプラズマが生

成可能であることから，RF生成プラズマでは不可能

であったプロセスをECRプラズマで行う可能性が提

案された．それは動作圧力が低い為にエッチングの際

に生成される不要な2次生成物の除去が効率よく行え

ること，電子温度が比較的高い為RFプラズマとは異

種の加工に適するイオンやラジカルが高濃度に生成さ

れること，さらにイオンの適度なエネルギーにより表

面化学反応が促進されるためSiO2， SiN膜形成におい

ては低温でも良質膜が形成されることである．実際，

ECRプラズマを用いることでより高性能なプロセス

が実現している．また高効率という点からもECRプ

ラズマは数100Wから数kWの入力パワーで

10f7－18m－3の高電子密度が容易に得られる為，プロセ

ス用プラズマ源としてECRプラズマの大口径化及び

一様化に関する研究が盛んに行われてきた．ECRプ

ラズマを生成する場合の制御可能な外部パラメーター

としては入射パワー，ガス圧力，磁場配位，マイクロ

波入射モードがある．マイクロ波入射モードを変える

ことで，石英窓における電場強度分布を変化させ，プ

ラズマの一様化をはかることが提案されたが，入射

モードを変化させても必ずしもその効果は電子密度の

径方向分布に反映されないことも報告されており，一

様なECRプラズマを得るには試行錯誤的な手法に頼

っているのが現状である．これではさらなるウエハー

の大口径化に対応することは困難である．本研究では

このような現状認識にたち，プラズマの一様性を求め

る指針を得ることを目的としている．即ち，（1）

ECRプラズマにおけるプラズマの一様性及びプラズ

マパラメータの外部条件依存性（2）プラズマ中の電

磁波動測定とその波動モード同定による波動のプラズ

マー様性への影響（3）外部条件を変化させた場合の

プラズマー様性への影響の物理的機構を調べることに

より，初めてプラズマプロセスに用いる際重要となる

ECRプラズマの一様性への指針を明らかにした．本

論文はこれらの研究成果をまとめたものである．

 第1章ではECRプラズマのプロセス用プラズマ源

としての利点と重要性，及び大口径一様化を目指し行

われたこれまでの研究背景を述べる．そして本研究の

目的と概要，及びこれまで行われてきたECRプラズ

マの一様化を目的とした研究分野における位置づけを

述べる．

 第2章では外部パラメーターのうち特にこれまで調

べられていない磁場配位のプラズマ径方向分布への効

果を報告する．ECRプラズマの一様性は外部パラ

メータに依存して変化するので外部パラメーターの最

適化が必要とされ，その為ECRプラズマ一様性の外

部依存性を調べることは重要である．マイクロ波の入

射は同軸モード使用のマルチスロットアンテナ

（MSA），及び円筒基本モードTE11の2通りで行っ

た．MSA入射の場合同軸モードでパワー供給を行う

為プラズマの大口径化に伴う石英窓のコスト上昇等の

問題が解決され，また周波数に関係なくアンテナが大

口径化できる利点がある．プロセス用プラズマに要求

されるプラズマー様性は±5％であるのでMSA入射

の場合どの程度の一様性が得られるかをも調べた．

 第3章では電磁波によるプラズマー様性への影響を

明らかにすることを目的に行ったプラズマ中での電磁

波の伝播測定及びモードの同定について述べる．プラ

ズマの一様性にはプラズマ中を伝播する電磁波が影響

していると考えられる為右廻り円偏波（R波）のray
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tracingを始めとするプラズマ中の波動に関する研究

が行われ，R波のみが生成に寄与する波動として研究

対象とされていたが，それまでの研究で物理的な原因

は明らかにならなかった．本研究におけるプラズマ中

の電磁波測定の結果，電子密度ユ017m－3の非常に一様

な（直径0．2mで±3％以下）プラズマにはR波だけ

でなくプラズマ中を磁場に垂直に伝播する異常波（X

波）がプラズマ分布に寄与していることが示された．

一様プラズマの径方向にX波は半波長励起しており，

電子密度が減少するプラズマ周辺領域ではそのX波は

短波長化し，高域混成共鳴がプラズマ周辺で生じてい

る．この様に非常に一様なプラズマがX波のカットオ

フ条件近傍であることが分かった為，負イオンを含む

ような反応性プラズマにおいても電子密度から分布の

最適化における指針を得ることができる．またこの条

件下では磁場に平行な方向にはR波，及び左廻り偏波

（L波）がECRポイントまで伝播し， ECRポイント

後の領域はL波のみが伝播している．さらに入射パ

ワーを増加させると，電子密度ジャンプが生じ，中心

での電子密度は1018m－3，パラボリック型径方向分布

となる．この条件下での電磁波の測定よりECRポイ

ントまでの領域をR波のみが伝播していることを確認

した．この条件下では入射モード変化（TE1、， TE。、，

TM。、）によるプラズマ一様性への効果がみられると

考えられる．本研究により初めて，入射モードに依存

せず非常に一様なECRプラズマが得られる理由と，

R波以外の励起モードの影響が明らかになった．

 第4章では実験及び計算により調べたプラズマ周辺

領域での電磁波の振る舞いとパワー吸収について述べ

る．磁場配位は，プラズマー様性の外部制御パラメー

タの一つでマイクロ波導入の真空窓において磁場強度

を高くすることで一様性の改善を図ることが報告され

ていたが，第3章の結果より磁場強度が強くなること

でし波がプラズマ中に励起されやすい条件となるこ

とが一つの理由であると考えられる．その他第3章に

おいてプラズマ周辺でのパワー吸収がプラズマの一様

性に寄与していることが分かった．4章で示す結果か

ら磁場配位変化によるプラズマ一様性へ効果の物理的

機構を考察する．真空層の有無，形状を変化させ，波

動解析ヨードTASK／WFを用いて電磁波伝播と吸収

の変化を調べた結果，真空層の形状に依存してEごR

ポイント後の領域においてプラズマ周辺にてパワー吸

収が生じ，プラズマー様性への影響を及ぼすことが示

された．また磁場配位に依存して生じるプラズマ周辺

の真空層はR波へのモード変換の位置とチャンバー壁

が境界となる導波管の役割をすることが分かった．真

空層の形状は磁場勾配により制御可能な為，波動伝播

解析を行うことで装置の設計の際磁場配位に関する最

適化が可能になると考えられる．またR波に比べ明ら

かにされていないL波のプラズマ生成への寄与は

Musi1らにより1970年頃に調べられていたがし波及び

プラズマ周辺における波動のモード変換はプラズマ研

究の応用分野のみならず，基礎分野においても興味深

い対象である．

 第5章では，本論文の総括を行い，本研究を通じて

得られた主要な成果と今後の展望について述べる．

論文調査の要旨

 現在プラズマプロセスにおいて，低圧力で大口径・

高密度プラズマの生成法が重要な課題となっている．

なかでも，電子サイクロトロン共鳴効果を利用して生

成されるプラズマ（ECRプラズマ）は低圧力で高密

度であるために，半導体プロセスに広く用いられてい

る．通常ECRプラズマは外部磁場に平行に円筒導波

管の基本モードであるTEI1のマイクロ波（周波数

2．45GHz）を真空容器に入射して，電子サイクロトロ

ン波（R波）の電子サイクロトロン共鳴（共鳴磁場強

度875Gauss）により生成される．この場合， TE11

のマイクロ波の電場強度が放物線型分布であるために，

プラズマ密度分布が山型分布となる．またマイクロ波

と真空容器との間のインピーダンス不整合から，真空

容器内に多くの電磁波の高次モードが励起されている

ことが予想される．さらにECRプラズマの密度の径

方向分布はマイクロ波電力，ガス圧力，『 ･場配位など

の外部条件に非常に敏感である．すなわち，プラズマ

密度が約1×1011cm－3近傍で僅かなマイクロ波電力の

上昇により，イオン飽和電流（密度に比例する量）分

布がホロー型分布から一様分布を経て山型分布に遷移

することが報告されている．以上のようにECRプラ

ズマの一様性の物理機構が不明であるために，試行錯

誤によりECRプラズマの大口径化をはかっている．

 本論文は，大口径ECRプラズマの一様性に対する

電磁波の役割に着目し，磁場に平行方向のみならず直

角方向に伝播する電磁波を測定することにより，ECR

プラズマの一様性に関与する物理機構を詳細に研究し

たもので，以下の成果を得ている．

 （1） マルチスロットアンテナで生成されるプラズ

マの直径がマイクロ波周波数によらないことに着目し，

直径280mmのマルチスロットアンテナを試作して直径

200mmの大口径ECRプラズマ（イオン飽和電流の均

一性±3％）の生成に成功している．この場合，イオ

ン飽和電流の径方向分布がマイクロ波電力，ガス圧力，

磁場配位に敏感であることを確認している．次に，

ループアンテナを用いて干渉法によりプラズマ中の電

磁波を測定した結果，（i）磁場に平行方向にはR波

（右回り円偏波）とし波（左回り円偏波）が共鳴領域
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まで伝播し，共鳴領域より下流ではし波のみが伝播し

ていること，（ii）磁場に直角方向にはx波（異常波）

が伝播していることを見出している．

 （2） 円筒導波管の基本モードであるTE1、のマイ

クロ波を用いて，直径200mmに亘って均一なECRプ

ラズマ（均一性が±5％）の生成に成功している．さ

らにプラズマ中の電磁波の測定を行った結果，（i）

プラズマ密度が1011cm－3より低い時はR波とL波が

共鳴領域まで伝播し，共鳴領域より下流ではし波のみ

が伝播していること，（ii）プラズマ密度が1011cm－3

より高い時はR波のみが共鳴領域まで伝播し，共鳴領

域より下流では電磁波が存在しないことを明らかにし

ている．

 （3）磁場に直角方向の電磁波測定を行い，得られ

た波形の分散関係からX波が伝播していることを初め

て見出している．また，（i）共鳴領域より下流では

X波の波長が周辺部に行くに従って短くなること，

（ii）電磁波の電場強度が周辺部で強いことから，一

様分布の時に得られるイオン飽和電流の周辺部におけ

るピークはX波の高峰混成波共鳴によるものであるこ

とを指摘している．

 （4） 二次元モータ駆動装置を用いて，中心領域の

みならず周辺領域においても詳細な電磁波測定を行っ

ている．その結果，中心領域でR波のみが伝播してい

る条件下でも周辺領域で短波長のR波の他に長波長の

電磁波が伝播していること，すなわちECRプラズマ

周辺領域でモード変換が起きていることを見出してい

る．

 以上要するに，本論文は電子サイクロトロン共鳴プ

ラズマの一様性の物理機構を解明するために電磁波動

の詳細な測定を行い，磁場に直角に伝播する異常波の

高揚混成波共鳴効果がプラズマの一様性に重要な役割

を果たしていることを初めて明らかにしたもので，プ

ラズマ物理学に寄与するところが大きい．

 よって，本論文は博：士（理学）の学位論文に値する

と認められる．
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論文内容の要旨

 深刻化しつつある都市高温化の一因は，人工被覆面

の急増である．都市域に広がる人工被覆面（コンク

リートやアスファルト舗装等）は，自然地断面（芝地，

草地や裸地等）よりも日射を多量に吸収し，また，自

然地造面には有る顕熱を潜熱に置き換える効果を無効

にする．そのため，人工被覆の表面温度は日射量に対

応して激しく上昇し，温度上昇した地表面は大気を暖

め，暖められた大気はさらに地表面温度を上昇させる．

この悪循環により，ヒートアイランド強度は増大する．

 そこで，都市高温化への対応策として緑化技術が注

目される．緑で都市を効果的に彩り，本来の熱や水分

の流れを再生することで，都市微気候調整効果を期待

する技術である．しかしながら，現時点では，緑の都

市微気候調整効果の定量的把握に関する知見が未だ希

薄であることは否めない．特に，自然地被面の蒸発散

特性に関する資料に，問題点および疑問点が指摘され

る段階である．自然地被面の蒸発散特性に関する基礎

資料は，緑が都市微気候に及ぼす効果を定量的に評価

するための手がかりとなるだけでなく，緑を合理的に

用いた都市高温化の制御および抑制や，快適な住環境

設計のためのデータベースとしても貴重なものとなる．

 本論文は，これらの状況を踏まえ，自然地厚面から

の蒸発散量簡易推定方法の提案を目的としたものであ

る．そのために，本研究では自然地被として芝生植栽

および土壌に着目し，それらの蒸発散特性および蒸発

特性に関連した実験を行った．その実験結果に基づき，

先ず芝生植栽からの蒸発散量簡易推定モデルを構築し

た．次に，蒸発散量および土壌からの蒸発量推定の際

に重要であるにも関わらず，定常実験で得ることが非

常に困難な土壌内水分移動特性に関するパラメータを，

ある単一の値のみではなくすべて同時に決定する方法

も提案した．次に，この方法により決定されたパラ

メータを用いて，葉群層下土壌の含水状態を考慮に入

れた上記の提案モデルが，気象要素のみを考慮した既

往のモデルよりも精度よく芝生植栽からの蒸発散量を

推定できることを示した．さらに，薄い土壌の小型試

験体ではなく，実在する自然の裸地面からの蒸発量お

よび草地面からの蒸発散量も，提案方法が，既往の簡

易予測モデルよりも精度よく推定しうることを示した．

 本論文は，これらの成果をまとめたものであり，全

7章で構成される．

 第1章では，既往の研究を概観し，本研究の目的，

基本的理念および必要性について述べた．芝生植栽に

関しては，気象要素のみを考慮した既往の簡易計算方

法の持つ基本的概念を指向しつつも葉群層下土壌の含

水状態を考慮に入れることで，より合理的に蒸発散量
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を推定できるモデルを構築する必要があること，土壌

に関しては，蒸発散量および蒸発量を精度よく推定す

る際に重要となる土壌内の水分移動特性を表す物性値

の決定方法を提案する必要があることを指摘した，

 第2章では，芝生植栽および土壌の小型試験体を用

いた屋上暴露実験の方法と結果について述べた．実験

方法の最大の特徴は，芝生植栽および土壌の表面熱収

支に関わる全ての熱量を測定したことである．特に芝

生植栽の対流熱伝達率を，表面形状を模擬すべく試作

した人工芝SAT計により逐次推定した．また重量変

化量から算出される芝生植栽試験体の蒸発散量を，表

面熱収支式におけるその他の成分熱量の和と比較し，

芝生植栽における蒸発散は，常に仮想された表面で生

じると仮定できることを明らかにした．さらに，芝生

植栽の蒸発散特性を表すチャートとして，［（芝生植栽

の蒸発散量）／（土壌の蒸発量）］と （土壌表層部の体積

含水率）との関係を示す図を提示した．

 第3章では，第2章で得られたチャートをもとに，

先ず，土壌の含水状態を考慮に入れた芝生植栽試験：体

における蒸発散量の簡易推定法を提案した．次に，そ

の推定に必要となる試験室土壌からの蒸発量および体

積含水率を計算するための，土壌内で生じる蒸発およ

び間隙内の水蒸気拡散現象を考慮した蒸発量解析モデ

ルを構築した．さらに，芝生植栽試験体の表面温度，

葉群鼻下土壌内の鉛直方向温度分布および体積含水率

を計算するため，熱水分同時移動現象解析モデルを構

築し，その基本的なアルゴリズムを整理した．

 第4章では，芝生植栽からの蒸発散量および土壌か

らの蒸発量を解析する際に必要な，土壌内の水分移動

特性を表すパラメータの決定に関する実験について記

述した．パラメータの決定は，試験体土壌からの蒸発

量および体積含水率について，非定常実験による測定

値と，第3章で構築された蒸発量解析モデルによる計

算結果との誤差二乗和が最小になるように行った．

 第5章では，小型試験体を用いた実験結果に基づい

て提案された土壌パラメータの決定法および芝生植栽

からの蒸発散急心定法が，在るがままの状態の裸地お

よび草地に対して適用可能であるか否かを検証した．

表面温度，蒸発量および蒸発散量の計算結果を実験値

と比較し，提案方法を自然の斜地および草地に対して

も適用できること，気象要素のみを考慮する既往のモ

デルよりも精度よく再現できることを示した．

 第6章では，前章までの結果に即して作成された計

算プログラムに，降水量を含む標準気象データを入力

し，芝地，裸地およびアスファルト舗装における表面

温度，表面の成分別熱量等の年間変動を計算した．そ

れにより，裸地，芝地およびアスファルト舗装の各地

表面温度は，長期的な気温変動と連動すること，また，

それぞれの表面温度の差が各成分熱量の流れ方向の相

違に起因することを示し，この相違が，人工地被面の

広がる都市域と自然地被面が多く残存する郊外域との

気温差を誘因することを示唆した．

 第7章では，以上の研究成果を要約し，今後の課題

も述べつつ全体を総括した．

論文調査の要旨

 深刻化しつつある都市高温化の一因は，自然地被面

（草地や和地等）が人工被覆（コンクリートやアスファ

ルト舗装等）に取って換えられる所謂地表面改変に

ある．都市域に広がる人工被覆面は，日射反射率が小

さくまた蒸発潜熱量が少ないため，表面温度は日射量

に対応して激しく上昇し，その地表面は大気を暖める．

これにより，都市では人工被覆率の大きい地点を中心

としてヒートアイランドが発達する．現在，この都市

高温化への対応策として緑化技術，すなわち緑の適正

な配置によって本来の熱や水分の流れを再生し，都市

の微気候を調整する技術が注目されている．しかしな

がら，自然地被面からの蒸発散量予測に関する基礎資

料は未だ希薄の感が否めない．まず，土壌内の水分移

動特性を表す物性値は，定常実験：による測定の難しさ

に加え測定値の定式化が困難であるため，僅かの土壌

種についてのみしか整備されていない．また，草地や

裸地からの蒸発散量を予測する既往のモデルとして，

外界気象条件のみを考慮する簡易モデルや植物生理学

に基づく物理モデルの構築がなされつつあるものの，

前者は土壌の含水率を考慮していないためその精度の

点で，後者は，対象とする空間のスケールが大きい都

市気候モデルへの連結を前提とした場合の計算負荷や

複雑に積層する実在の葉群に対する適用性の点で，そ

れぞれ疑問が残る．

 本論文は，以上の観点から，自然地骨面における蒸

発散量を精度良くかつ簡易に予測する方法を開発する

ことを目的としている．芝生植栽の蒸発散特性および

土壌の蒸発特性に関する実験を行い，先ず土壌含水率

を考慮に入れた芝生植栽からの蒸発散量簡易予測モデ

ルを構築し，次に，既往のモデルを展開して本実験に

用いた試験体への適用が可能な土壌内熱水分移動解析

モデルを作成し，それらモデルの有効性を検証してい

る．その成果は，以下の5点に要約される．

 （1） 芝生植栽および土壌の小型試験体を用いた長

期屋外暴露実験：により，土壌における蒸発は，乾燥が

進むにつれ深奥で生じるようになり，それは，必ずし

も表面の潜熱として寄与しなくなるのに対し，芝生植

栽における蒸発散は，常に葉群層表面の潜熱とみなせ

ることを明らかにしている．

 （2） （1）の実験により，芝生植栽の蒸発散量は，
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葉群層下の土壌の含水率に大きく左右されることを明

らかにし，その蒸発散特性を，［（芝生植栽の蒸発散

量）／（土壌の蒸発量）］と （土壌表層部の体積含水率）

の関係により示している．

 （3） 人工芝を用いて，芝生植栽の対流熱伝達率を

逐次算出する測器を試作し，屋外暴露実験における芝

生植栽の表面熱収支に関わる全ての成分別熱量の測定

を可能にしている．

 （4） 小型試験体を用いた実験による上記（2）の

結果を，実在する自然の裸地面および草地面からの蒸

発散量の計算に適用し，気象要素の重回帰式に基づく

既往の簡易モデルよりも精度よく予測しうることを明

らかにしている．

 （5） 降水量を含む標準気象データを入力し，本研

究の提案モデルによる数値計算を行った結果，芝地に

おける蒸発潜熱量の日射吸収量に対する割合は，夏季

約65［％］，冬季約25［％］に達すること，芝地の表

面温度は，年間を通してアスファルト舗装面より低く，

特に夜間から早朝にかけて気温以下と’なり対流によっ

て大気を冷却することを明らかにしている．

 以上要するに，本論文は，小型試験体を用いた長期

に亘る屋外暴露実験の結果に基づき，裸地面からの蒸

発量および葉群層下土壌の含水状態を考慮に入れた芝

生植栽からの蒸発散量を簡易に予測するモデルを構築

し，また，そのモデルの有効性を実在する自然地被面

に適用することによって検証したものであり，都市熱

型境工学上寄与するところが大きい．よって，本論文

は，博士（工学）の学位論文に値するものと認める．
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エポキシ樹脂は代表的な熱硬化性樹脂の一つで，こ

の種の樹脂の中では最も強度が高い．現在，航空宇宙

産業などで，成形材料，積層材，構造用接着剤あるい

は繊維強化複合材料用マトリックスなどの様々な用途

に用いられている．しかし，強度は高いが破壊靱性は

低いことが欠点で，そのために，近年，高性能熱可塑

性樹脂を充填してその靱性を向上させる試みがなされ

ている．この場合の熱可塑性樹脂には高弾性率，高が

ラス転移温度を有するものを選び，熱可塑i生変性エポ

キシ樹脂の弾性率とガラス転移温度はエポキシ樹脂単

体のそれらと同等ないしはそれ以上となることが望ま

れる．ブレンド中のモルフォロジーや相分離の広がり

が，硬化した樹脂の機械的特性を支配することが知ら

れている．

 本論文の目的は，熱可塑性ポリマー充填エポキシ樹

脂の相挙動と破壊力学的特性の研究にある．ビスフェ

ノールA型エポキシ樹脂と数種類の熱可塑性樹脂のブ

レンドを研究の対象とした．

 第一章では総論と本論文の目的について述べた．以

下，第八章までにわたるが内容的にこれらを三部に分

けることができる．

 本論文の第一部では，熱可塑性樹脂で変性した様々

な硬化エポキシ樹脂の相挙動を動的粘弾性分析

（DMA）と走査型電子顕微鏡観察（SEM）により調

べた．以降，相挙動の観察はすべてこの方法によって

いる．未硬化ビスフェノールA型エポキシ樹脂

（DGEBA）がビスフェノールAポリヒドロキシエー

テル（フェノキシ），フェノールフタレインポリエー

テルエーテルサルフォン（PES－C），フェノールフタ

レインポリエーテルエーテルケトン（PEK－C）など

の熱可塑性樹脂と相溶であることを示した．また，硬

化ブレンドの相挙動とモルフォロジーは使用する硬化

剤の影響を受けること，これは硬化剤の化学的性質の

差異に基づくものであることを明らかにしている．

 本論文の第二部では，相溶性エポキシ／熱可塑性樹

脂系ブレンドの破壊力学的研究を行った．熱硬化性エ

ポキシである4，4’ジアミノフェニルメタン（DDM）

に着目し，均質なDDM硬化エポキシ／PEK－Cブレン

ドと，均質なDDM硬化エポキシ／ポリサルフォン

（PSF）ブレンドの生成に成功した．そのために，こ

れまであまり注意が払われてこなかった均質で相溶な

エポキシ／熱可塑性樹脂ブレンドの破壊力学的研究が

可能となった．これらの材料のき裂材を用いて三点曲

げによる評価の結果，破壊靱性および曲げ剛性に対し

て，ブレンドの均質性，相溶性が有効な効果をおよぼ

さないことがわかった．この理由として，ブレンドの

過程でエポキシの網目状構造の架橋密度が減少するた

めとするモデルを提案している．

 本論文の第三部では非相溶性エポキシ／熱可塑性樹
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脂ブレンドの相構造と破壊力学について研究した．ポ

リスチレンーアクリロニトリル（SAN）とポリビニル

アセタール（PVAc）は共に未硬化エポキシ樹脂と家

宅であるが，DDM硬化エポキシ樹脂とは非有溶であ

ることを明らかにした．微細な相分離構i造を持つ

DDM硬化エポキシ／SANブレンドとDDM硬化エポ

キシ／PVAcブレンドを，初期は相麗な未硬化ブレン

ドから生成した．破壊力学的研究から，DDM硬化エ

ポキシ／SANブレンドは破壊靱性の著しい向上を示す

ことを明らかにした．この場合SANの含有率が

10wt％で破壊靱性が最大になることを示し，そのと

きの相構造は入り組んだ構造を有していることを明ら

かにしている．一方，DDM硬化エポキシ／PVAcブレ

ンドの破壊力学的特性は，同様に，DDM硬化エポキ

シ単体に比べて向上し，PVAcが15wt％のとき最大と

なり，それは150％にものぼることを示した．この：場

合，PVAc変性エポキシ樹脂における高靱化は，連続

構造の相に起因して生じ，PVAcの延性的な変形に

依って発現していることを明らかにしている．

 終章において論文全体を総括した．

論文調査の要旨

 接着剤でよく知られているエポキシ樹脂は架橋され

た高分子からなり，いわゆる熱硬化性樹脂である．熱

的に安定で，強度，剛性が高いためにこの樹脂は航空

機産業をはじめ，多くの産業で構造物の軽量化のため

に利用される複合材料のマトリックス材として欠かせ

ない存在となっている．しかし，強度は高いが破壊靱

性が低いことがこの樹脂の欠点である．分子の架橋が

変形を抑えることになるので高剛性が実現されること

と引き替えに必然的に破壊靱性が低くなるのである．

高強度，高剛性の利点を残したまま靱性をいかに向上

させるかについてこれまで多くの研究がなされてきた．

ゴム微粒子の充填は靱性を向上させても剛性を低下さ

せてしまう．熱可塑性樹脂を充填してエポキシ樹脂と

のブレンドをつくることも有力な手法の一つである．

著者の研究は後者に属するものである．

 エポキシ樹脂として未架橋及び架橋ビスフェノール

Aタイプエポキシ樹脂をとり上げ，著者はまず次のよ

うな熱可塑性樹脂が前者と相溶することを明らかにし

ている．すなわち，ポリヒドロキシエーテルビスフェ

ノールA（フェノキシ樹脂），フェノールフタレイン

ポリエーテルエーテルスルフォン（PES－C），フェ

ノールフタレインポリエーテルエーテルケトン

（PEK－C）である．また，相溶したこれらブレンド

をその後に架橋させた場合には未架橋のものとは著し

く異なる相挙動を示すこと，この相挙動とブレンドの

組織は硬化剤により影響をうけることを明らかにして

いる．

 相分離間題との関連で著者は，4，4’一ジアミノジフ

ェニルメタン（DDM）により架橋されたエポキシ樹

脂／フェノキシ樹脂ブレンドは相分離が生じないこと，

しかし，4，4’一ジアミノジフェニルスルフォン（DDS）

及び無水フタル酸（PA）により架橋された：場合には

相分離が生じることを明らかにした．そして，フェノ

キシ樹脂はPES－CやPEK－Cに比べて，無水物で架

橋されたエポキシ樹脂とより高い相溶性を持つことを

示し，このことはフェノキシ樹脂中のヒドロキシルグ

ループの存在によることを示唆している．

 著者は，これら相溶系の熱可塑性樹脂／エポキシ樹’

脂ブレンドのき裂材を用いて，曲げ負荷下の破壊挙動

を破壊力学的式にもとづき評価した．その結果は破壊

靱性，曲げ剛性のいずれについても，改善がなされな

いことが明らかにされている．著者はその原因として

熱可塑性樹脂の分子レベルでのブレンドにより，エポ

キシ樹脂中の架橋数密度が減少してしまうというモデ

ルを提案している．工学的な意味での材料の改善はこ

れら相同系ブレンドにおいては無い出されなかったも

のの，熱可塑性樹脂／熱硬化系樹脂で相々系のブレン

ドを占い出し，その破壊力学的評価をきちんと行った

点で学術的に高く評価できる．ちなみに，二種の熱可

塑性樹脂のブレンドにおいては相溶系のものが破壊靱

性値を向上させるという結果が多くの研究者により報

告されている．

 さらに，著者は非相互系の熱可塑性樹脂／エポキシ

樹脂ブレンドの相挙動と破壊力学的研究を行っている

すなわち，熱可塑1生樹脂としてスチレンアクリロニト

リルコポリマー（SAN）及びポリビニルアセテート

（PVAc）をとり上げ，これらは未架橋のエポキシ樹

脂とは相溶であるものの，DDMで架橋された場合に

は非皇位な樹脂となることを示し，ついでき裂材の曲

げ負荷により破壊挙動を研究している．その結果，

SAN／エポキシ樹脂の場合には，破壊靱性値がSAN

が10wt％のとき極大となり，もとの1．05MNm－3／2か

ら約50％近く増加することを示した．また，PVAc／

エポキシ樹脂の場合には少なくともPVAcが15wt％

までは破壊靱性値が単調に増大し，1．07MNnr3／2か

ら15wt％において約30％の増加をみることを明らか

にした、そしてSEMによる観察の結果，これらの増

加の原因として非相溶な微細な連続的層状組織の存在

がブレンド樹脂の変形を助け，その結果破壊靱性の向

上をもたらしていることを明らかにしている．

 以上要するに本論文は，熱硬化性ビスフェノールA

タイプエポキシ樹脂に相溶する熱可塑性樹脂を見い出

し，相溶後架橋した樹脂においては相溶することが破

壊靱性の向上には結び付かないことを示すと共に，エ
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ポキシ樹脂と非相溶な熱可塑性樹脂であるスチレンア

クリロニトリルコポリマーないしポリビニルアセテー

トとのブレンドにおいて，微細な入り組んだ組織の形

成により著しい破壊靱性向上がもたらされることを明

らかにしたもので，材料工学上価値ある業績と認める．

よって，本論文は’博士（工学）の学位論文に値するも

のと認、められる．


